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平成 27年度青森県男女共同参画に関する意識調査の概要 

１ 調査の目的 

この調査は、男女共同参画に関する県民の意識や実態を把握し、次期（第４次）あおもり男

女共同参画プラン２１の策定の基礎資料とするとともに、今後の男女共同参画社会の実現に向け

た施策の参考資料とする。 

２ 調査対象 

県内に在住する満 20 歳以上の男女 2,000 人 

３ 調査項目 

（１）男女平等に関する意識 

（２）家庭における役割 

（３）女性の活躍推進 

（４）仕事と生活の調和 

（５）男女間における暴力 

（６）防災・復興 

（７）男女共同参画に関する行政への要望 

４ 調査時期 

平成 27 年 10 月 23 日～11 月 5 日（調査票によるアンケート調査（郵送調査法）） 

５ 回収状況 

有効回答数（率） 668 人（33.4％） 

＜性別＞                    ＜年齢＞ 
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1 男女平等に関する意識 

社会生活の多くの場面で、男性優位と感じている 

次の各分野で男女は平等になっていると思うか質問した。 

★ 特に、「職場」、「政治の場」、「社会通念・習慣・しきたり等」で男性優位と認識している割合が高い。 

★ 「学校教育の場」、「自治会や NPO,ボランティアなどの地域活動の場」では平等と認識している割合が高

い。 
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2 家庭における役割 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」の考え方に賛成・反対は同程度 

家庭生活について、夫は外で働き、妻は家庭を守るべきか質問した。 

★ 「どちらかといえば」を含む賛成・反対は同程度であるが、明確に「賛成」と答えた者の割合は 6.9％である

のに対し、明確に「反対」と答えた者の割合は 18.7％となっている。 

★ 賛成は男性で、反対は女性で、それぞれ高くなっている。 
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夫婦の役割分担は、妻の負担が大きい現実 

家庭における夫婦の役割分担は実際にどうなっているか質問した。 

 

★ 「家計は共同、家事・育児などは主に妻が担当」が最も高く、44.2％となっている。 

★ ただし、「家計は共同、家事・育児などは主に妻が担当」という認識には男女で開きがあり、女性で高くな

っている一方、「家計も家事・育児なども共同で分担」という認識は男性で高くなっている。 
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理想は、家計も家事・育児なども夫婦共同で分担すること 

家庭における夫婦の役割分担の理想について質問した。 

★ 「家計も家事・育児なども夫婦で共同」を理想する割合が最も高く、67.1％となっている。 

★ ただし、「家計も家事・育児なども夫婦で共同」の割合は男女で開きがあり、女性で高くなっている一方、

「家計は共同、家事・育児などは主に妻が担当」、「家計は夫、家事・育児などは妻が担当」を理想とする

割合は男性で高くなっている。 
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男性の積極的な家事・育児などへの参加には、家族間のコミュニケーションが大事 

今後、男性が家事、子育て、介護に積極的に関わり、役割を分担していくためには、どのようなことが必要か

質問した。 

★ 上位４項目は、「夫婦や家族間でのコミュニケーションをよくはかる」、「男性による家事、子育てなどの評

価を高める」、「家事・育児などの男性の抵抗感をなくす」、「労働時間短縮などで仕事以外の時間を多く

持てるようにする」となっている。 

★ 上位４項目のいずれにおいても、女性の方が必要だと感じている割合が高く、特に「家事・育児などの男

性の抵抗感をなくす」については女性で割合が高くなっている。 

特に必要なことはない

無回答

年配者やまわりの人が、夫婦の役割分担等に
ついての当事者の考え方を尊重すること

男性が家事、子育て、介護に関心を高めるよう
啓発や情報提供を行うこと

家庭と仕事の両立などの問題について、
男性が相談しやすい窓口を設けること

国や地方自治体などの研修等により、
男性の家事、子育て、介護の技能を高めること

男性が家事、育児、介護を行うための仲間
（ネットワーク）作りをすすめること

男性が家事などに参加することに対する
女性の抵抗感をなくすこと

その他

夫婦や家族間でのコミュニケーションを
よくはかること

社会の中で、男性による家事、子育て、
介護についても、その評価を高めること

男性が家事などに参加することに対する
男性自身の抵抗感をなくすこと

労働時間短縮や休暇制度を普及・活用する
ことで、仕事以外の時間をより多く持てるよう
にすること

わからない

64.8

56.3

54.8

53.0

45.5

34.0

25.7

23.5

21.9

17.2

6.9

2.8

1.9

1.2

67.7

61.8

63.8

53.8

53.6

40.5

29.7

26.4

24.1

16.7

7.2

1.8

0.5

1.5

60.0

47.8

41.9

52.6

34.4

24.1

19.3

18.1

18.5

17.0

6.7

4.4

3.7

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=409.6%）

（％）
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3 女性の活躍推進 

出産等にかかわらず、職業を続けることが女性の働き方の理想と考えられている 

結婚や子育ての時期に関連した女性の働き方の理想について質問した。 

★ 「結婚や出産にかかわらず、ずっと職業をもつ」が 42.1％と高くなっている。 

★ 女性で「結婚や出産にかかわらず、ずっと職業をもつ」ことを理想とする割合が高くなっている。 
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女性がもっと増えた方がいい職業・役職の第１位は、議員 

今後、女性がもっと増える方がよいと思う職業や役職について質問した。 

★ 上位４項目は、「議員」、「医師」、「企業の管理職」、「県知事、市町村長」 

★ 特に女性医師が増えることを望む声は、女性に多い。 

裁判官、検察官、弁護士

起業家・経営者

自治会長、町内会長等

労働組合の幹部

医師・歯科医師

国会議員、都道府県議会議員、
市（区）町村議会議員

企業の管理職

都道府県、市（区）町村の首長

国家公務員・地方公務員の
管理職

わからない

その他

無回答

国連などの国際機関の管理職

新聞・放送の記者

大学教授

農林水産団体の役員

特にない

47.0

41.5

38.2

36.7

33.5

32.2

32.2

24.0

23.5

20.4

19.0

18.0

14.7

13.3

8.4

2.8

1.3

48.7

48.2

39.7

36.7

34.9

34.9

36.4

20.8

24.4

24.4

22.1

20.5

15.1

11.5

9.5

2.1

0.3

45.6

33.0

37.0

37.4

32.2

29.3

26.7

28.9

23.0

15.2

15.2

14.8

14.4

15.9

5.6

3.7

3.0

0 10 20 30 40 50 60

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=406.6%）

（％）
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女性の活躍推進には、まだ公的な保育・介護サービスが不十分 

政治・経済・地域などの各分野で女性のリーダーを増やすときに障害となるものは何か質問した。 

★ 上位４項目は、「公的な保育・介護サービスが不十分」、「保育・介護・家事などの夫など家族の支援が

不十分」、「長時間労働の改善が不十分」、「職場の男性や顧客が女性リーダーを希望しないこと」となっ

ている。 

★ 上位４項目のいずれにおいても、障害に感じている割合に男女で開きがあり、女性で高くなっている。 

 

無回答

保育・介護の支援などの
公的サービスが十分ではないこと

保育・介護・家事などにおける夫などの
家族の支援が十分ではないこと

長時間労働の改善が十分ではないこと

上司・同僚・部下となる男性や顧客が
女性リーダーを希望しないこと

企業などにおいては、管理職になると
広域異動が増えること

現時点では、必要な知識や経験などを
持つ女性が少ないこと

女性自身がリーダーになることを
希望しないこと

わからない

特にない

その他

52.8

51.5

45.5

44.3

31.7

29.6

24.7

6.6

3.1

3.0

1.2

60.3

61.0

52.6

53.1

36.2

31.8

24.6

5.9

1.0

3.1

0.3

43.0

38.1

36.7

32.2

25.9

26.7

25.2

7.0

5.9

3.0

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=294.2%）

（％）
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女性が働き続けるためには、子どもを預けられる環境の整備が必要 

女性が出産後も離職せずに同じ職場で働き続けるために、家庭・社会・職場において必要なことは何だと

思うか質問した。 

★ 上位４項目は、「子どもを預けられる環境の整備」、「職場の管理職の理解・意識改革」、「男性の家

事・育児参加」、「職場の育児・介護との両立支援制度の充実」となっている。 

★ 上位４項目のいずれにおいても、女性の方が必要だと感じている割合が高い。 

女性が働き続けることへの
職場の同僚の理解・意識改革

女性が働き続けることへの
家族等の理解・意識改革

家事・育児支援サービスの充実

介護支援サービスの充実

男女双方の長時間労働の改善を含めた
働き方改革

保育所や学童クラブなど、
子どもを預けられる環境の整備

女性が働き続けることへの
職場の管理職や上司の理解・意識改革

男性の家事・育児参加

職場における育児・介護との
両立支援制度の充実

その他

わからない

育児や介護による仕事への制約を理由
とした昇進などへの不利益な取扱いの
禁止

特にない

無回答

短時間勤務制度や在宅勤務制度などの
導入

働き続けることへの女性自身の意識改革

82.6

64.7

54.2

52.5

51.5

47.2

43.6

42.1

40.4

39.5

34.4

26.2

2.7

1.9

1.5

0.9

87.4

71.8

61.0

58.7

60.0

52.8

45.9

47.7

45.6

46.9

39.2

25.6

2.6

2.1

0.5

0.5

75.9

55.6

44.4

44.1

40.0

40.0

40.4

33.7

33.7

28.9

27.8

27.0

3.0

1.9

2.2

1.5

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=585.9%）

（％）
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4 仕事と生活の調和 

仕事・家庭生活を共に優先したいが、仕事優先となっている現実 

生活の中での「仕事」、「家庭生活」、「地域活動や個人の趣味・学習等」の優先度について、理想と現実

について質問した。 

★ 理想では、『「仕事」と「家庭生活」をともに優先』とする者の割合が 40.9％と最も高い。 

★ 現実では、『「仕事」を優先』とする者の割合が 44.6％と最も高く、特に男性で高くなっている。  

「仕事」と「家庭生活」と
「地域活動や個人の趣味・学習等」

をともに優先

わからない

無回答

「仕事」を優先

「家庭生活」を優先

「地域活動や個人の趣味・学習等」
を優先

「仕事」と「家庭生活」を
ともに優先

「仕事」と「地域活動や個人の
趣味・学習等」をともに優先

「家庭生活」と「地域活動や個人の
趣味・学習等」をともに優先

4.8

2.2

18.1

4.1

4.4

40.0

2.6

14.1

9.6

1.8

3.1

24.6

5.4

2.6

42.1

1.0

16.9

2.6

3.1

2.8

22.0

4.9

3.3

40.9

1.6

15.7

5.5

0102030405060
（％）

総数(668人) 女性(390人) 男性(270人)

理 想

3.0

6.3

3.7

1.5

5.6

21.9

0.7

4.8

52.6

1.8

2.6

3.6

1.8

2.1

27.7

0.0

20.8

39.7

2.5

4.2

3.6

1.8

3.4

25.0

0.3

14.5

44.6

0 10 20 30 40 50 60
（％）

総数(668人) 女性(390人) 男性(270人)

現 実
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ワーク・ライフ・バランスの実現には、育児・介護休業の取得しやすさが大事 

ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）が実現された社会に近づくためには、企業による取組として、

どのような取組が必要か質問した。 

★ 上位４項目は、「育児休業・介護休暇をとりやすくする」、「管理職の意識改革」、「経営トップが取組を

牽引」、「無駄な業務・作業をなくす」となっている。 

★ 上位４項目のいずれにおいても、女性の方が必要と感じている割合が高く、特に「育児休業・介護休暇を

とりやすくする」は女性で高くなっている。 

ノー残業デーを設ける

育児休業・介護休暇をとりやすくする

管理職の意識改革を行う

社長や役員などの経営トップが
先頭に立って取り組む

無駄な業務・作業をなくす

給料を上げる

短時間勤務やフレックスタイムなど、
勤務時間に柔軟性をもたせる

夫婦が同じ地域で働けるようにするなど、
転勤構造を見直す

年休の取得計画をつくる

管理職以外の社員の意識改革を行う

ワーク・ライフ・バランスについての
企業の情報を公開する

その他

特にない

無回答

従業員を増やす

取引先や下請企業に無理な要求をしない

在宅勤務ができるようにする

企業の中で推進する責任者を決める

仕事の量を減らす

わからない

58.8

50.0

48.7

45.1

41.6

37.4

30.5

29.5

26.6

24.1

22.6

20.2

18.7

16.3

15.9

13.8

4.6

2.1

1.8

2.1

67.2

55.1

51.0

48.5

43.3

45.4

35.1

32.8

28.7

28.7

26.4

20.8

19.5

18.7

15.1

14.6

4.6

1.0

1.5

1.3

47.8

43.7

46.7

41.1

40.4

26.7

24.8

25.2

24.4

18.1

17.8

19.6

18.1

13.3

17.4

13.0

3.7

3.7

1.9

2.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=510.5%）

（％）
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5 男女間における暴力 

４人に１人が、配偶者からの暴力被害を経験 

これまでに結婚したことのある人に、「身体的暴行」、「心理的攻撃」、「経済的圧迫」、「性的強要」の４つ

の行為をあげ、それぞれの行為について配偶者から被害を受けたことがあるか質問した。 

★ 「いずれかの被害経験がある」のは 26.8％となっている。 

★ 女性の被害経験は 31.3％、男性の被害経験は 20.1％となっており、女性で高い割合となっているが、男

性も５人に１人は被害経験がある。 
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過半数が、配偶者からの暴力被害を相談していない 

これまでに配偶者から何らかの暴力の被害を受けた経験がある人に、被害について、どこ（だれ）かに相談

したか質問した。 

★ 「どこ（だれ）にも相談しなかった」が 56.6％となっており、特に男性で高くなっている。 

★ これに対し、「友人・知人に相談した」が 26.3％、「家族や親戚に相談した」が 24.3％となっており、相談す

る場合は身近な人に相談しているが、男女で開きがあり、男性の割合が低くなっている。 

無回答

医療関係者（医師、看護師など）に相談した

②警察に連絡・相談した

③法務局・地方法務局、人権擁護委員に
相談した

その他

上記（①～③）以外の公的な機関
（市役所など）に相談した

学校関係者（教員、養護教諭、
スクールカウンセラーなど）に相談した

民間の専門家や専門機関（弁護士・弁護士会、
カウンセラー・カウンセリング機関、
民間シェルターなど）に相談した

①配偶者暴力相談支援センター
（女性相談所等）や男女共同参画センターに
相談した

どこ（だれ）にも相談しなかった

友人・知人に相談した

家族や親戚に相談した

56.6

26.3

24.3

2.0

1.3

1.3

0.7

0.7

0.7

0.0

0.0

2.6

48.6

34.3

30.5

2.9

1.9

1.0

1.0

1.0

0.0

0.0

0.0

1.0

77.8

8.9

6.7

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

2.2

0.0

0.0

6.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

総数(152人)

女性(105人)

男性( 45人)

（複数回答）

（N=152人,MT=113.8%）

（％）
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相談しなかった理由は、「相談するほどのことではないと思ったから」が最多 

これまでに配偶者から何らかの暴力の被害を受けた経験がある人でどこ（だれ）にも相談しなかった人に、

相談しなかった理由を質問した。 

★ 上位４項目は、「相談するほどのことではない」、「自分さえ我慢すればやっていける」、「相談しても無

駄」、「自分にも悪いところがあった」となっている。 

★ 「相談するほどのことではない」、「相談しても無駄」、「自分にも悪いところがあった」とする者の割合は、男

性で高くなっている。 

相談相手の言動によって不快な思いを
させられると思ったから

他人に知られると、これまで通りのつき合い
（仕事や学校などの人間関係）ができなく
なると思ったから

相手の行為は愛情の表現だと思ったから

相手の仕返しが怖かったから
（もっとひどい暴力や、性的な画像の
ばらまきなど）

無回答

自分が受けている行為がＤＶ
（ドメスティック・バイオレンス）とは
認識していなかったから

相談するほどのことではないと思ったから

自分さえがまんすれば、なんとか
このままやっていけると思ったから

相談してもむだだと思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

恥ずかしくてだれにも言えなかったから

どこ（だれ）に相談してよいのか
分からなかったから

世間体が悪いと思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

その他

そのことについて思い出したくなかったから

47.7

27.9

25.6

23.3

17.4

10.5

10.5

9.3

9.3

5.8

4.7

4.7

2.3

2.3

1.2

0.0

43.1

29.4

23.5

21.6

15.7

7.8

9.8

11.8

9.8

5.9

3.9

5.9

2.0

0.0

2.0

0.0

54.3

25.7

28.6

25.7

20.0

14.3

11.4

5.7

8.6

5.7

5.7

2.9

2.9

5.7

0.0

0.0

0 10 20 30 40 50 60

総数(86人)

女性(51人)

男性(35人)

（複数回答）

（N=86人,MT=202.3%）

（％）
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被害者の身近な相談窓口の増設が望まれている 

男女間における暴力を防止するためには、どのようなことが必要だと思うか質問した。 

★ 上位４項目は、「身近な相談窓口の増設」、「家庭教育をしっかりする」、「加害者への罰則強化」、「学

校での教育」となっている。 

★ 上位４項目のいずれにおいても、女性の方が必要と感じている割合が高い。 

 

その他

特にない

無回答

暴力を助長するおそれのある情報
（雑誌、コンピューターソフト、
インターネット上の情報など）を取り締まる

メディアを活用して、広報・啓発活動を
積極的に行う

被害者を発見しやすい立場にある
警察や医療関係者などに対し、研修や
啓発を行う

職場で研修会などを行う

地域で研修会、イベントなどを行う

わからない

暴力を振るったことのある者に対し、
二度と繰り返さないための教育を行う

被害者が早期に相談できるよう、
身近な相談窓口を増やす

家庭で保護者が子どもに対し、教育を行う

加害者への罰則を強化する

学校・大学で生徒・学生に対し、
教育を行う

62.9

48.8

48.7

48.2

35.3

35.0

31.4

28.3

25.0

14.7

3.6

3.4

2.2

3.3

69.5

53.3

51.5

50.3

40.0

38.7

33.6

29.2

25.4

14.4

2.8

2.6

1.5

2.6

55.2

43.7

45.9

46.7

29.6

30.7

29.3

27.8

25.2

15.6

4.8

4.8

2.6

2.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=390.9%）

（％）
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6 防災・復興 

必要なのは「避難所の設置・運営時の男女を交えた話し合い」 

性別に配慮した防災・災害対応・復興対策のためには、どのようなことが必要だと思うか質問した。 

★ 上位４項目は、「避難所の設置・運営時の男女を交えた話し合い」、「性別に配慮した避難所運営」、

「避難所でのリーダーや炊き出しなどの役割を性別で固定しない」、「防災・復興の政策・方針決定過程

への女性の参画」となっている。 

★ 上位４項目のいずれにおいても、女性の方が必要と感じている割合が高い。 

無回答

消防団や自主防災組織の女性メンバーを
増やす、女性の参画を促進する

平常時から性別に配慮した防災訓練を
行う

災害発生直後から、市町村等の女性職員
が現場で対応する

わからない

特にない

その他

災害時に対応できるよう、平常時から
自治会・町内会の役員に女性を入れる、
増やす

避難所の設置・運営について、
物事を決める際には男女を交えた
話し合いをする

更衣室やプライバシーの確保など、
性別に配慮した避難所運営を行う

避難所でのリーダーや炊き出しなどの
役割を、性別で固定せずに分担する

防災や復興の政策・方針を決める過程に
女性が参画する

62.4

59.9

46.9

44.8

39.2

34.9

30.1

26.2

5.2

3.3

1.3

1.5

67.7

67.2

53.3

49.5

37.9

33.3

28.2

29.2

5.4

1.5

1.5

0.5

55.9

50.4

38.5

38.9

42.2

38.1

33.7

22.6

5.2

5.9

1.1

0.7

0 10 20 30 40 50 60 70 80

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=355.7%）

（％）
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7 男女共同参画に関する行政への要望 

継続就労のための支援が求められている 

男女共同参画社会を実現するために、今後、行政はどのようなことに力を入れていくべきだと思うか質問した。 

★ 上位３項目は、「保育や介護の施設・サービスの充実」、「育児・介護中の継続就労支援」、「育児・介

護等の理由による退職後の再就職支援」となっている。 

★ 上位３項目のいずれにおいても、女性の方が要望している割合が高い。 

労働時間の短縮や在宅勤務の普及など
男女共に働き方の見直しを進める

保育の施設・サービスや、
介護の施設・サービスを充実する

子育てや介護中であっても仕事が
続けられるよう支援する

子育てや介護等でいったん仕事を
辞めた人の再就職を支援する

国・地方公共団体の審議会委員や
管理職など、政策決定の場に女性を
積極的に登用する

わからない

その他

特にない

無回答

民間企業・団体等の管理職に女性の
登用が進むよう支援する

法律や条例、制度の面で見直しを行う

女性や男性の生き方や悩みに関する
相談の場を提供する

男女の平等と相互の理解や協力について
広報・ＰＲする

男女の平等と相互の理解や協力について
学習機会を充実する

従来、女性が少なかった分野（研究者等）
への女性の進出を支援する

66.2

62.1

57.5

42.4

38.6

32.5

32.2

25.9

25.6

23.2

22.2

5.1

2.2

1.9

1.2

74.4

69.7

63.8

43.1

42.6

33.1

33.8

28.2

25.4

26.2

22.6

5.4

2.1

0.5

0.5

55.9

52.2

49.3

42.2

34.1

32.6

30.7

23.0

26.3

19.6

22.2

4.4

2.6

4.1

0.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

総数(668人)

女性(390人)

男性(270人)

（複数回答）

（N=668人,MT=438.8%）

（％）


